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 舗装の非破壊試験法の1つとしてSASW(Spectral Analysis of Surface Wave)試験が良く知られている．この

研究は1980年以降テキサス大学を中心として活発に行われてきた．この試験法は，表面波の伝播速度から

分散曲線を求め舗装構造を評価しようとするものである．しかし，わが国では舗装に関してこの種の研究

は皆無に近い．表面波試験から舗装構造の評価システム構築を目指し，本研究では，その基礎的研究を行

っている．まず，分散曲線を求めるのに必要な4種類の数値解析法を比較している．つぎに，弾性係数を入

れ替えた2つの2層モデルを用いて，層構造の違いと位相速度・周波数との関係を調べている．さらに，層

厚と弾性係数比が分散曲線にどのように影響するかを明らかにしている． 
 

Key Word ： SASW, Rayleigh Wave , Wave Propagation Theory, Dispersion Curve, 2 Layer Model 
 

 
１．はじめに 

 

表面波で舗装の構造評価を試みた研究としては，1980
年代にはアメリカのテキサス大学で Nazarian を中心とし

て始められた表面波スペクトル解析法( Spectral Analysis 
of Surface Wave = SASW)が代表的である 1)-4)．この試験法

は，舗装表面に衝撃を与え，ある間隔で舗装表面に設置し

た 2 個の受信子で表面波を測定している．層状構造ではこ

の 2 点間を伝播する表面波速度(位相速度)が周波数によ

り異なることが知られている．SASW 試験では，位相速度

と周波数の関係を表す分散曲線から，層状構造の評価を行

っている．最近の SASW 試験に関する論文では表面波試

験用の試験機を開発し，表面波試験の実用化に向けて研究

が進行している 5)． 

それに対し日本では，昭和 30 年代後半から 40 年代前半

にかけてボーリング孔を用いた弾性波速度測定などの地

質調査が行なわれていたが，地盤構造に対して表面波を適

用した研究は比較的少ない 6)-8)．本研究で対象としている

舗装のように，深度が深くなるほど弾性係数が低下するよ

うな構造に対して，表面波伝播を理論的に検討した研究は

わが国では見当たらない．しかし，舗装に対しても表面波

試験が行われた報告例はあるが，そのデータ整理は地盤に

対して開発された方法が適用されているようである．弾性

係数が深さ方向に減少する構造と弾性係数が深さ方向に

増加する構造では，表面波の伝播特性は全く異なり，特に

前者の解を求めることは非常に複雑である． 
本研究では，このような層構造の違いと表面波伝播特性

との関係を調べるため，最も簡単な 2 層構造を用いた．位

相速度と周波数の関係を求めるため 4 種類の方法を用い

ている．それらは，多層弾性波動論の先駆け的解法である

HASKELL 理論 9)をベースとした，多層解法 10)・斎藤解法
11)と，離散化して固有値解析を行う KAUSEL 解法 12)・

HOSSAIN 解法 13)である．これらのプログラムを作成し，

各解法の特徴を比較し，層剛性・表層厚が分散曲線に与え

る影響の考察を行った．尚，多層解法は，変位ポテンシャ

ルを用いる解法であり，特に特性方程式の根の求め方とし

て著者等は Cauchy 積分定理を用いている． 

 

２．波動理論 

 
 波動問題の解き方には，反射率法とモード解法の 2通り

の方法が通常用いられる．両者は同じ偏微分方程式を異な

った境界条件で解いている 14)．反射率法では層構造の反

射率を計算する部分が，モード解法では分散曲線法を計算

する部分が，全体の計算効率を支配している．しかし，両

者に本質的な差がない．ここでは，分散曲線法を用いるこ

とにする． 

表面に衝撃荷重を作用させるような表面波試験法では，

軸対象問題として定式化することが適切であるように考

えられる．しかし，これは表面変位を求める場合であり，

表面波伝播速度に注目する時には軸対称問題も平面問題

も伝播速度は同じである．計算の簡便さと計算効率を考え，

平面問題を解くことにした． 

 等方，均質な完全弾性体の変位の 2 次元運動方程式は，

ラメの定数 λ，せん断弾性係数G ，密度 ρを用いること
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で， 
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ポテンシャル関数 ΨΦ, を用いて変位 vu, を示し，式

(1a),(1b)をそれぞれ x,y で編微分して足し合わせると， 
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ここに， 

   ρλ )G2(VP +=  (3) 

 

式(3)はＰ波の伝播速度である．Ｐ波は波の進行方向に対

し前後に振動している波で，縦波あるいは疎密波とも呼ば

れている． 

式(1a)をｚで，式(1b)をｘでそれぞれ編微分し，その差

を求めると， 
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ここに， 

   ρGV 2
S =   (5) 

 

式(5)は S 波速度である．波の進行方向と媒質の振動方

向が垂直に運動していることから横波，あるいはせん断波

とも呼ばれる． 

実体波である P 波・S 波以外に，半無限体表面ではレイ

リー波(Ｒ波)が現れることが知られている．Ｒ波は，表面

近傍では，実体波より大きなエネルギーを有して，楕円を

描く運動をしている．R 波は伝播する波の全エネルギーの

約 70%を占めていることが知られ，経験的手法では測定波

動を R 波と仮定し解析を行っている．また、R 波と S 波

の伝播速度はほぼ等しく R 波を S 波と仮定して構造評価

を行う近似法も広く行われる． 

多層構造を有する弾性波動理論の解法としては，

HASKELL の論文 9)が最も有名である．HASKELL は層毎

に膨張項と回転項の組合せを利用して応力・変位の層マト

リックスを作成し，境界条件と層境界での連続条件を用い

て弾性波動の解を求める論文を発表した．伝達マトリック

スを使用することで系統だった整理を行い，平易で理解し

やすいため，この分野のパイオニアリング的論文として，

その後多くの研究者に引用されている．ここでは，比較の

目的で簡単にその理論を紹介する． 

図-1 に記すような最下層に半無限層を有する N 層構造

を伝播する弾性波を考える．円振動数ω，水平方向の位相

速度 c の平面波とし，x 軸を層に平行で波の伝播方向を正

とし，Z 軸の正の方向をこの物体の表面から内部へ向かう

ものと定義する．また層番号と層境界番号は，図に記した

ように表層から最下層に向けて順番に付ける． 
次に，第 i 層における応力・変位の関係を考える．横波

と縦波の速度，そして表面波速度とを用いて以下の値を次

式のように定義する． 
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i 番目の層の運動方程式は，膨張波の解Ηと回転波の解

∆とを組み合わせることで求まる． 
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ここに Η′∆′, は進行波成分の大きさを支配する積分定

数で， Η ′′∆ ′′ , は遅延波成分を支配する積分定数， k は波

数である． 
応力・変位を膨張波と回転波の解で表し，マトリックス

表記する． 
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[ ]D マトリックスの成分を表-1 に記す．この関係はすべて
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図-1 多層構造物 
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の層で成り立つ．特定の層を表す場合，必要におおじて添

え字を用いる． i 番目と 1+i 番目の層の境界では，変位と

応力の連続条件を用いると次式のような関係が得られる． 
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式(11),(12)より，表層（第 1 層）の応力・変位と，最下層

（第 N 層）の積分定数との関係を示す伝達マトリックス

を作成できる．最下層である第 N 層では，z が無限大にな

ると，応力，変位はゼロと考えられ（半無限層），最下層(第 
N 層)における積分定数は 0)()( =Η ′′=∆ ′′ NN となる．表層に 

おける境界条件は自由境界である． 
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表層と最下層の伝達マトリックスの成分を jit で示し，境

界条件を考慮した表層と最下層の関係を以下の式で示す

ことができる． 
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上式の )( N∆′ , )( NH ′ を消去する 
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上式を満たす位相速度 c と波数 k を探索する行列式問題

に帰着する．本理論はその後多くの研究者のベースになっ

ているが，実際に計算するとき数学的に非常に不安定とな

ることが指摘されており 15)，本研究でも理論の紹介にと

どめることにする． 
 

２-１．多層解法 

先述した HASKELL 解法と異なり，多層解法では変位ポテ

ンシャルを用いている．u と w をそれぞれ X 軸方向と Z 
軸方向の変位とすると， 
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式(16a),(16b)を式(1a),(1b)に代入し，それぞれφとψだ 

けの関数となるように整理すると， 
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また，次式のように定義すると 
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変位と応力は以下のマトリックスで表すことができる． 

 

表-1 HASKELL 解法における [ ]D マトリックス 

( ) Pc cos2α−  ( ) Pci sin2α  Qcosβγγ−  Qi cosβγγ  
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                           ここで， zkP αγ=  , zkQ βγ=  

 
表-2 多層解法における [ ]D マトリックス 
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[ ]D マトリックスの成分を表-2 に記す． 
多層弾性構造への拡張は HASKELL 解法と同様に，最

下層の半無限層における積分定数の条件，表層における自

由境界条件より 
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ここで， jit は伝達マトリックスの成分である．式(20)が

解を持つためには，次の条件を満足する必要がある． 

 

   041334331 =− tttt  (21) 

 

その根を求めるには複素根探索ルーチンが必要になり，

Cauchy の積分定理を応用している．その方法は付録に示

した． 
 

２-２．斎藤解法 11) 

 解析手法の流れは，(1)HASKELL・(2)多層解析法と大き

な違いは無い．しかし，変位・応力を次式のように定義す

ることで層間マトリックス内に虚数が入らず，実数域のみ

で解析できるように工夫している．ただし，最下層の半無

限層から上層にいくに従い剛性が小さくなる構造体のみ

にしか適用できない． 

変位を以下のように定義する 
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次式を定義することで 
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応力を以下の式で示せる． 
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式(22a,b)および(24a,b)より，変位・応力マトリックスは 
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[ ]D マトリックスの成分を表-3 に記す． 
境界条件より 
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上式を整理して， 
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式(27)より，求める問題は特性方程式 
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の根を求めることになる．高周波では桁落ちが発生して解

を精度良く求めることができない．斎藤解法では，コンパ

ウンドマトリックス法を用いている．特性方程式を参考に 
して，新たな変数 )(zY ji を定義する． 
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表-3 斎藤解法における [ ]D マトリクス 
αCs  αSs 2  βC  βSq  

α−γρ Ss )1(  α−γρ C)1(  βγρ Sq 2  βγρ Cq  

αSs  αC  βSq 2  βCq  
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ここで， )cosh( zskC =α ， szskS )sinh(=α ， )cosh( zqkC =β ， qzqkS )sinh(=β  
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着目層において，層表面と層底面における関係式は 
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と定義し，式(29)に代入する． 
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上式は各層で成立する．このとき，自由表面での境界条件

は， 
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２-３．KAUSEL 解法 12) 

KAUSEL は HASKELL の解を書き直し，いわゆる剛

性マトリックスを作成している．この要素に超越関数が含

まれるが，さらに一様な層を再分割して考え，再分割され

た層の間で超越関数を線形化する離散化手法を用いてい

る．特性方程式の根を求める問題を固有値問題に書き換え，

固有値解析のソフトを用いて波数( k )を求めている． 
変位成分をU ，応力成分を S と定義し，マトリックス

表示をする． 
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式(12)の関係を利用することで，第 1+i 層の下層の変位・

応力と，第 i 層の下層の変位・応力は，伝達マトリックス

[ ]H を用いて次式のようになる． 
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各層に働いている応力 S は，層ごとに生じる外力 P であ

る．応力 S を外力 P と置き換えて式展開を行う． 
 
    { } [ ]{ }UKP =  (36) 

ここに， [ ] =K 剛性マトリックス 
{ }=P 外力ベクル・{ }=U 変位ベクトル 

 
[ ]K の剛性マトリックスを離散化する． 
 
   [ ] [ ] [ ] [ ] [ ]MGBkAkK 22 ω−++=  (37) 
 
ここで， [ ] [ ] [ ] [ ]MGBA ,,, のマトリックス成分を図-2 に記

す．外力がゼロの場合，式(37)は 
 
   [ ]{ } { }0=UK  (38) 
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図-2 KAUSEL 解法における [ ] [ ] [ ] [ ]MGBA ,,, マトリクス 
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図-3 HOSSAIN 解法における中央差分マトリクス 
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したがって外力がゼロの場合，式(37)は 
 
   [ ] [ ] [ ] [ ] { }022 =ω−++ MCBkAk  (39) 
 
式(39)を展開する 
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式(40)は，

2k の線形固有値問題である．固有値解析のサ

ブルーチンで波数を求めることができる． 
 
２-４．HOSSAIN 解法 13) 
 KAUSEL 解法は，超越関数を離散化することで，元来

行列式問題である波動問題を線形固有値問題に転換し根

を求めた．HOSSAIN 解法では，一様な層の中で支配方程

式を差分化し，線形固有値問題に帰着させている． 
水平・鉛直変位を以下のように定義する． 

 
   

)()( tkxiezUu ω−=  (41) 

   
)()( tkxieziWw ω−=  (42) 

 
式(41),(42)を，変位の釣合い式に代入する． 
 

  ( ) ( ) UUk
z

Wk
z
U 22

2

2

2 ρω=λ+µ+
∂
∂

λ+µ+
∂
∂

µ−  (43) 

  ( ) ( ) WVk
z
Uk

z
W 22

2

2

2 ρω=µ+
∂
∂

λ+µ−
∂
∂

λ+µ−  (44) 

 
式(43),(44)が HOSSAIN 解法の基本方程式である．式

(43),(44)に中央差分を適用すると，図-3 に記すマトリック

ス表示した 2 つの式を得られる．図には中央差分のマトリ

ックスしか明記してないが，着目層の位置 ( 表層位置や

最下層など ) ごとに差分手法を変えてマトリックスを作

成する必要がある．各層ごとに求めたマトリックスより全

体マトリックスを作成し式展開を行うことにより，

KAUSEL 解法で求めた式(40)同様に式展開ができる． 

 
３．理論の比較 

 

 4 種類の理論から得られる結果を比較するため，図-4

 
 

層第1

層第2

sm288V
1P =

∞=2h

s/m138V
1S =

3
1 cm/g9.1=ρ35.01 =νMPa100E1 =

sm910V
2P =s/m437V

2S =

m5.0h1 =

3
2 cm/g9.1=ρ35.02 =νMPa1000E2 =

  

層第1

層第2sm288V
2P =

∞=2h
s/m138V

2S =

sm910V
1P =s/m437V

1S =
m5.0h1 = 3

1 cm/g9.1=ρ35.01 =νMPa1000E1 =

3
2 cm/g9.1=ρ35.02 =νMPa100E2 =

 
  (a) 順層構造モデル (b) 逆層構造モデル 

図-4 2 層構造モデル 

 (a) HOSSAIN (b) KAUSEL (c) 多層解法 (c) 斎藤解法 
図-5 順層構造解析結果 ( 図-4(a)のモデル ) 

 

   
 (a) HOSSAIN (b) KAUSEL (c) 多層解法 

図-6 逆層構造解析結果 ( 図-4(b)のモデル) 
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に記す2種類の2層断面モデル(順層モデルと逆層モデル)

を用いる．順層構造 図-4(a) は第 2 層の弾性係数が第 1
層の弾性係数より大きい場合であり，地表面に礫や粘土層

が堆積し，地下に岩盤がある一般的な地盤を想定したモデ

ルである．逆層構造 図-4(b) は第 1 層の弾性係数が第 2
層の弾性係数より大きく，舗装のように，地表面の剛性が

下層の剛性よりも大きいモデルを想定したものである． 

 

３-１．順層構造 

 順層構造における波動解析結果に，第 1 層の S 波速度

より遅いレイリー波が発生すると言われている．このよう

な構造は複素数域における根探索を行う必要がなく斎藤

解法が最も得意とする問題である． 

4 種類の方法で解析した結果を図-5 に記す．本図より，

各解法とも位相速度 sm /430 以下における分散曲線の形

状が良く一致している．固有値解析である HOSSAIN・

KAUSEL 解法でも十分に細分割すると精度良く解析出来

ることが確認できた．全モードすべてを探索出来る斎藤解

法と比べ多層解法では，各モードの根を連続的に求めるこ

とができないので，斎藤解法より解析精度は劣る．しかし，

モード形状を確認する上で問題は無いと言える． 
各解析結果で得られる各モードは，最下層の実体波成分

である S波速から派生し，周波数が高くなると表層の S 波

速に収束していく傾向が読み取れる．ファーストモードと

呼ばれる位相速度が一番遅いモードで，他のモードと異な

った挙動を示す．ファーストモードは，第 1 層の S 波速

より遅い位相速度に収束しており，レイリー波と呼ばれる

ものである．レイリー波のエネルギーは大部分その波長ま

での深さを通過すると言われており，周波数が大きくなる

ほど，表面から浅い範囲を伝播する．言い換えると，周波

数が高くなるほど，下にある剛性の高い層の影響が小さく

なるため，レイリー波速度も減少する．本例題の場合，第

1 層の SV が sm /138 より，このレイリー波速度 RV は約

sm /130 であり，第 1 層の厚さに等しい波長の周波数は

HzVf RR 2505.0/130/ ==λ= となる．図-5 から Hz250
より大きい周波数では，ほぼ第 1 層のレイリー波速度に収

束しており，レイリー波はほぼ波長の深さの範囲で通過す

るというこれまでの経験則が確認できた． 
 

35.01 =ν
3

1 9.1 cmg=ρ

∞=2h

可変=1E
mh 5.01 =

35.02 =ν
3

2 9.1 cmg=ρ

可変=2E

 

  表-4 解析断面 

1・5 100 138 288 500 309 644

1・10 100 138 288 1000 437 910

1・50 100 138 288 5000 978 2035

1・100 100 138 288 10000 1382 2878

5・1 500 309 644 100 138 288

10・1 1000 437 910 100 138 288

50・1 5000 978 2035 100 138 288

100・1 10000 1382 2878 100 138 288

逆
層
構
造

弾性係数比

順
層
構
造

Vs2 (m/s) Vp2 (m/s)層特性

第1層 第2層

E1 (MPa) Vs1 (m/s) Vp1 (m/s) E2 (MPa)

 
       図-7 解析断面 

 
(a) 弾性係数比 5 (b) 弾性係数比 10 (c) 弾性係数比 50  (d) 弾性係数比 100 

図-8 順層構造における層特性変化 
 

 
(a) 弾性係数比 1/5  (b) 弾性係数比 1/10  (c) 弾性係数比 1/50  (d) 弾性係数比 1/100 

図-9 逆層構造における層特性変化 
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層第1

層第2

sm288V
1P =

∞=2h

s/m138V
1S =

sm644V
2P =

s/m309V
2S =

m5.0or1.0h1 =

 
図-10 2 層モデル 

３-２．逆層構造 

 逆層構造は表層にアスファルト層が有るような実舗装

に近い構造体である．レイリー波は表層の S波付近に発生

すると予測できる．HASKELL 解法では式(12)，多層では

式(18)に虚数値が存在し，虚数域における解析が必要にな

る．この場合，虚根探索ルーチンを持つ多層解法と，虚数

域における固有値解析ルーチンを組み込んでいる

KAUSEL・HOSSAIN 解法のみが解析可能である．解析結

果を図-6 に示した． 

 KAUSEL・HOSSAIN 解法では，周波数 1000Hz 以上

2000Hz 以下の範囲内においてモードの数が異なっている．

この周波数範囲内のモードの特徴は，第 2 層の実体波の位

相速度に収束するモードであり，KAUSEL 解法は第 2 層

の実体波成分の影響を受けやすいと言える．また，多層解

法では，周波数 1000Hz 以下のすべてのモードを必ずしも

捉えることができていない． 

 周波数 2000Hz 以上の範囲では，レイリー波の特徴であ

る表層の S波速度より遅い位相速度に収束するモード，す

なわちレイリー波の位相速度が確認できる．図-6 から明

らかなように多層解析ではさらに低い周波数領域でもレ

イリー波の確認が行え，HOSSAIN 解法や KAUSEL 解法で

はレイリー波を確認することは難しい．これらの中では多

層解法が広い周波数範囲でレイリー波の確認ができる． 

レイリー波とは逆層構造・順層構造においても，周波数

が低い場合は，深い層の剛性情報が表れ，周波数を上げる

と浅い層の剛性情報が支配する．つまりレイリー波の分散

性を決めるパラメータの周波数とは，層厚と密接な関係を

有しており，周波数を変動すれば，その周波数に対応する

深さまでの剛性情報が得られると言える． 

 
 

４．層特性 ( 層弾性係数 )とレイリー波 

 

 この章では層特性を変化させた際の分散曲線の挙動を

調べる．解析には図-7 に記す断面を使用し，基準とする

弾性係数を 100Mpa に固定し，基準とする弾性係数を

5,10,50,100 倍した弾性係数を対の弾性係数として 4 タイ

プ用意して解析を行った．表-4 には，第１層の弾性係数

を固定した順層構造断面タイプと，第 2 層を固定した逆層

構造タイプの計 8 つの解析断面を記した．順層構造の解析

には斎藤解法，逆層構造には多層解法を使用した． 

 

４-１．順層構造 

 弾性係数比が異なる 4 種類の順層構造断面について解

析した結果を図-8 に記す．この図より，周波数が低い方

から高い方へ変化すると，S波速度は第 2 層の S波速度か

ら急激に減少し，第 1 層の S 波速度に収束していくことが

明らかになった．また，収束する時の周波数は，弾性係数

比の値にかかわらず，ほぼ同じである． 

1 番左端の曲線は，ファーストモードである．図から明

らかなように，第2層のS波より少し小さな値から始まり，

急速に第 1層の S波より少し小さな値に収束している．こ

の位相速度がレイリー波速度 RV である．S波速度と同様，

弾性係数比の値の如何にかかわらず，ほぼ同じ周波数で一

定の速度に収束している． 

 

４-２．逆層構造 

弾性係数比が異なる 4 種類の順層構造断面について解

析した結果を図-9 に記す．図-6 からも予測できるように，

低周波領域では多くのモードが密に存在し，個々のモード

を分離することは難しい．しかし，層弾性係数比を大きく

することで低周波域のモードを顕著に現れる．これは，弾

性係数比を大きくすることで，第 1,2 層の S波の速度差が

大きくなり，モードの分離が容易になったと思われる．本

図より，高周波領域では，第 1 層の S波より遅いレイリー

波速度 RV に収束するモードが確認できる．また，弾性係

数比が高いほど，レイリー波速度 RV は剛性の低い第 2 層

のS波付近から始まり，第 1 層のS波より遅い位相速度(レ
イリー波速度)に収束していく様子が明らかに確認できる．

しかし，順層構造の場合と異なり，収束する時の周波数は

明らかに弾性係数比により異なっている． 
 

 

５．層厚とモードの関係 

 前節で順層構造の場合，弾性係数比の値の如何にかかわ

らず，ほぼ同じ周波数の値で位相速度が第 1 層の位相速度

に収束することが確認できている．そこで，第 1 層の層厚

が位相速度に与える影響を調べることにする．図-10 に記

すように，層特性を固定し，第 1 層の厚さを 2 種類( 0.1 , 
0.5m )に変化させ解析モデルを作成した．  
 図-11 の(a),(b)は，この 2 種類の構造で解析した結果で

ある．これらの結果を比較すると層厚の影響は顕著である

ことが明らかである． 
第 1 層の基準厚を

*
1h とする．着目している構造の第 1

層厚 1h との層厚比を
*
11 hhn = と定義する．着目してい

る構造の波長を λ，基準構造の位相速度
*c を，周波数を

*f とすると， 
 

   
** cfn=λ  (45) 
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の関係が存在する．すなわち，波長は層厚比 n に比例する．

図-11 の(a),(b)を比較すると，一見全く関係がないように

見える．しかし，第 1 層の厚さ 0.1m を基準として，式(43)
を第 1 層の厚さが 0.5m に適用して書きかえると図-11(c)
となり，図-11(a)と一致する．順層構造では，基準断面と

して，第 1 層の厚さと 2 つの層の弾性係数が与えられ，周

波数・位相速度の関係を算定すると，式(45)の関係を用い

て弾性係数は同じで層厚の異なる断面を伝播する波の波

長を容易に求めることができる．このことから， 1h が薄

い場合は，より高い周波数領域まで分散カーブを求めるこ

とが必要となることが分かる．しかし，式(45)は逆層構造

では必ずしも適用できないことを確認している． 
 
６．結論 

 
 以上の結果を踏まえ，本研究で明らかになった項目を記

すと次のようになる． 
(1) KAUSEL,HOSSAIN の近似解析でも，波動解析に

関して十分な精度が得られる． 
(2) 伝播する波の周波数が低い時，位相速度は下の層の

影響を大きく受けるが，周波数が高くなるにしたが

い，急速に表層の位相速度に収束する．  
(3) 順層構造では，1 層と 2 層の弾性係数比を変化させ

ても，ほぼ同じ周波数で表層の位相速度に収束して

いる．位相速度が一定になる周波数は第 1 層の厚さ

の影響が支配的である． 
(4) 逆層構造では，位相速度が一定となる周波数は第 1

層の厚さだけでなく，弾性係数比の影響もあること

が確認できた． 
(5) 第 1 層の厚さが薄いとき，高周波域まで分散曲線を

求めることが必要である． 
 
本研究より，地盤と舗装では基本的な表面波の伝播特性

が異なり，また舗装のような逆層構造では低周波領域で伝

播特性が複雑であることが明らかになった．今後，逆層構

造の低周波数領域で位相速度をしっかり求めることがで

きる数値解析法を開発することが重要である．SASW 試 

 
験を用いて舗装を診断するためには，このようなソフトと

インバージョン手法を整備することが不可欠である． 
 

付録 Chauchy の積分定理の応用 

 

複素平面において中心が yx iaaa += ，半径 r の円を考

える． N は分割数を示す大きな整数である 

 

   ∑
−

=

θ
′

=
1

0 )(
)(N

j

i

j

j je
zf
zf

N
rn  (A1) 

ここに， Njj π=θ 2  , jireaz θ+=  

 

n は a を中心とし半径 r の円の内部に存在する根の数

を表している．円の内部にある根の総和は 

 

   ji
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j j

jj e
zf
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N
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′
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から，計算できる． 

式(1)･(2)より，複素根の数と平均値が求まる．複素根の

数が１のときの平均値が複素根で，複素根の数が１個とな

る円の中心と半径 r を見つける反復的アルゴリズムが必

要になる． 
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THEORETICAL APPROACH TO STRUCTURAL EVALUATION OF PAVEMENT 
BY SURFACE WAVE METHOD 

 
Yoshiaki Ozawa, Kunihito Matsui and Fujio Matsueda 

 
Research on SASW (Spectral analysis of surface wave) has been well known as one of nondestructive testing
methods for pavements, which has been extensively conducted at University of Texas since 1980. This
method makes use of the dispersion characteristics to estimate pavement structure. However, the area of
research in our country is almost nothing. Fundamental research on the surface wave test is presented in
this paper. 
The objective of this research is to compare four numerical methods to compute phase velocity of layer
systems, to examine dispersion characteristics of two layer systems exchanging the layer stiffnesses. and to
find the effects of the layer thickness and the stiffness ratio of two layers on dispersion curves. 

 


	無題
	無題

